
Keyword

近年、都市住民が農業体験等をして農漁家に宿泊する「農
泊」に取組む任意団体が増加しています。都市農村交流事業
の新展開として期待されますが、運営・活動は公費補助と有
志に頼り、組織の高齢化も加わり存続の危機にあるといえま
す。
本研究では、事業推進組織の法人化及び地域資産を活用

した受入環境整備により農泊が持続可能な産業として発展可
能であると措定し、農泊推進組織の運営・展開手法及び地
域の廃校や空き家等の既存建築ストックや地域人材を活用し
た農泊受入環境整備手法の提案を目的とし、自立的な地域
主導型農泊運営システムの構築により農山漁村地域の活性化
を目指します。

農泊の持続可能性に関する研究
―全国農泊推進組織の組織形態
　　　　　及び運営方式の実態調査―

期待される活用シーン

研究シーズの紹介

地方圏における戸建て住宅活用型シェアハウスの住宅セーフティネットへの導入可能性
木造民家再生手法に関する研究、住み方調査分析に基づく公営住宅再生手法に関する研究
高齢者通所施設の配置計画（GIS活用）
既存建築ストック活用型サードプレイス形成

その他の研究テーマ

農山漁村地域活性化、地域資源活用、地域主導型観光産業

●地域振興産業創出したい。
農山漁村地域の資産を活用
したい。（例：自治体観光課・
観光協会さま）

●農泊を今後も続けたいが、人
材不足でなにをすればよいか
悩んでいる。
　（例：農泊推進組織さま）

農山漁村活性化
都市農村交流

●全国の農泊推進組織の現状把握による課題分析
●地域主導型農泊運営システムの構築

Point

組織運営体制の見直しや新た
なアクティビティの創出に関し、
共同で取り組んでいきます。

全国農泊推進組織調査結果分
析より、農山漁村地域振興産
業創出計画への助言が可能で
す。

【全国農泊推進組織アンケート結果】 2019年度調査　※有効回答数145/340票（43%）
・農泊で空き家や廃校などの既存の建築活用は36.9%（53組織）で認められる。
・任意組織（約６割）と法人（約２割）では、経営面において両者に顕著な差は認められず、公費やボランティアが無ければ成立し難
い状況である。
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Keyword

20世紀の建築教育にドイツの建築芸術学校バウハウス
（1919－1933）が与えた影響は計り知れません。それはバウ
ハウスが20世紀の建築教育のモデルとして評価され、卒業生
達が各国の戦後復興の都市計画を主導した事からも明らか
です。
しかしながら、卒業生達の活動の基礎となった正規のバウ
ハウスの建築教育そのものについては、第二次世界大戦中の

資料焼失のため未だ不明な点が多いのが実情です。
この研究は、各地の資料館に残る資料を収集し、バウハウ
ス建築教育と卒業生達のグローバルな活動成果を総合的に
解明するものです。その成果を近代建築史および近代都市史
の上に位置づけ、バウハウスの建築教育の意義を明らかにし
ます。

バウハウスの建築教育と卒業生達の
グローバルな活動に関する包括的研究

期待される活用シーン

研究シーズの紹介

社会主義圏で活動した卒業生の資料によるマイアー主導バウハウス建築教育の総合的解明
1950年代北朝鮮におけるバウハウス卒業生K.ピュシェルの咸興市戦災復興計画
マイアー主導のバウハウス建築教育における心理学、生物学、社会学、統一科学の空間化

その他の研究テーマ

建築教育、未完の建築、バウハウス

●専門的な内容の建築作品の
展示をわかりやすく示したい
（例：美術館）

●建築設計図面は一般の鑑賞
者には理解しにくい
　（例：美術館）

未完の優れた建築案
を評価する技術

●未完成なものの後世の建築像に影響をあたえたと考えられる建築案を、学
術的調査をもとに評価することが可能です。

Point

学術的に重要な建築について
は、建築図面と写真をもとに再
現できます

最先端の研究成果を含めて、対
象をわかりやすく学術的に解説
できます（展覧会図録など）

　近年は、つぎの展覧会およびその展覧会カタログの執筆において、バウハウスの教師や学生による未完成の建築作品についての解説や展示
面で協力しています。
『きたれ、バウハウス』展（新潟市美術館、西宮市大谷記念美術館、高松市美術館ほか）
『マルセル・ブロイヤーの家具：improvement for good』展（東京国立近代美術館ほか）
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